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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第42期定時株主総会資料

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

第42期（2024年４月１日～2025年３月31日）

アイエーグループ株式会社
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連結注記表

連　結　注　記　表
Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社
連結子会社の数　7社
連結子会社の名称
（株）アイエー
（株）アイエーオートバックス
（株）アイエーマネージメントサービス
（株）アルカンシエル
（株）アルカンシエルプロデュース
（株）アイディーエム
（株）アイエーエナジー

② 非連結子会社
該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ロ 棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

オートバックス商品
移動平均法による原価法

販売用車輌
個別法による原価法
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連結注記表

販売用不動産、未成工事支出金及び仕掛品
個別法による原価法

貯　蔵　品
最終仕入原価法による原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）
定額法

建物以外の有形固定資産
定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、事業用定期借地契約による借地上の建物及び構築物につきましては、主に耐用年数を定期借地権の残存年数
とした定額法によっております。
耐用年数は次の通りであります。

建物及び構築物　２年～45年
ロ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ハ 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

なお、耐用年数は、次の通りであります。
ソフトウェア　5年

ニ 長期前払費用
定額法

③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

ニ 役員退職慰労引当金
当社の役員の特別功労金支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。
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④ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充
足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。いずれの事業についても取引の対価は履行義務を
充足してから主として1年内以内に受領しているため、重要な金融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる
重要な変動対価はありません。
イ カー用品事業

　カー用品事業においてはカー用品物販、カー用品サービス及び車両販売を行っております。カー用品物販及び車両販
売については、顧客に商品を引き渡した時に履行義務が充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。カ
ー用品サービスの主な内容はタイヤ等の取付けサービス、車の整備及び車検であり、対象となるサービスが完了した時
点で履行義務が充足されると判断し、サービス完了時点で収益を認識しております。
　なお、カー用品事業において他社が運営するポイントプログラムを提供しており、当該他社に支払うポイント相当額
を「第三者のために回収する額」として未払金に計上し、その未払金を除外した金額を収益に認識しております。

ロ ブライダル事業
　ブライダル事業においては、主に顧客に挙式披露宴サービスの提供を行っております。これについては、挙式披露宴
が終了した時点で履行義務が充足されると判断し、終了時に収益を認識しております。
　なお、挙式披露宴サービスのうち、代理人に該当すると判断したもの（衣裳レンタル及び装花等）については、顧客
から受取る対価の総額から外注先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

ハ 建設不動産事業
　建設不動産事業においては、主に不動産の賃貸及び販売を行っております。不動産物件の賃貸については、不動産賃
貸借契約で定められた期間にわたり、不動産を賃貸する義務を負っております。当該義務については時の経過につれて
充足されるため、賃貸借期間にわたり収益を認識しております。また不動産の販売については、不動産売買契約に基づ
き不動産物件が引き渡される一時点で履行義務が充足されると判断し、当該引渡時点において収益を認識しておりま
す。
　建設工事については工事請負契約に基づき工事を行う義務を負っており、履行義務を充足するにつれて一定の期間に
わたり収益を認識する方法により収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は見積総原価
に対する発生原価の割合（発生原価に基づくインプット法）によっております。なお、契約における取引開始日から完
全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合は、履行義務が全て充足された一時点で収益を認
識しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額
基準によっております。
なお、一部の連結子会社については退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年～13年）による定額法により費用
処理しております。
数理計算上の差異は、発生時に全額費用処理しております。

ハ 未認識過去勤務費用
未認識過去勤務費用の会計処理については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給
付に係る調整累計額に計上しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。
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Ⅱ.会計方針の変更に関する注記
(法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書き
に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以
下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ.会計上の見積りに関する注記
(1) 固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産等　　11,892,355千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは減損損失の認識にあたってキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗等を基本としたグルーピングを
行っております。
また、店舗等が生みだす将来キャッシュ・フローを算出するにあたっては、店舗別等の予算を基準として見積りを行っており
ます。
「Ⅺ.減損損失に関する注記」に記載のとおり、当連結会計年度末に保有する固定資産について減損損失を計上しております
が、当社グループを取り巻く経済環境に及ぼされる影響などにより翌連結会計年度の業績の見通しには不確実性があり、新た
に減損損失が発生する可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　1,680,546千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、繰延税金資産については、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識して
おりますが、回収可能性の判断は、当社グループの事業計画に基づいて決定した将来事業年度の課税所得の見積りを前提とし
ております。
課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及
び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度において認識する金額に重要な変動を与えるリスクがあります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 14,163,751千円

担保に供している資産
建物及び構築物 278,873千円
土 地 2,313,870千円
投 資 有 価 証 券 13,581千円

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 1,958,823千円
長 期 借 入 金 907,943千円

Ⅳ.連結貸借対照表の注記

(2) 有形固定資産の減損損失累計額
　減損損失累計額は、減価償却累計額に含めて表示しております。

(3) 担保資産
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,645,360 － － 1,645,360

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 193,017 42 － 193,059

取締役会決議に基づく自己株式取得による増加 －株
単元未満株式の買取りによる増加 42株

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 1株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

　2024年５月10日取締役会 普通株式 145,234 100.0 2024年３月31日 2024年６月27日

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 1株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

　2024年11月１日取締役会 普通株式 87,140 60.0 2024年９月30日 2024年12月６日

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額(千円) 1株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

　2025年５月13日取締役会 普通
株式

利益
剰余金 87,138 60.0 2025年３月31日 2025年６月25日

Ⅴ.連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

(2) 自己株式に関する事項

（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次の通りであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(4) 連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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Ⅵ.金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産
で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　また、取引先企業等に対し保証金の差入を行っております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが1ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後23年であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）

　当社は、営業債権及び差入保証金について、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご
とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を行っております。
連結子会社についても、当社の担当部署が同様の管理を行っております。

ロ 市場リスクの管理
　当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ 資金調達に係るリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持な
どにより流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、当社の担当部署が同様の管理を行っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

(1) 差入保証金 2,497,048 2,385,805 △111,242

資産計 2,497,048 2,385,805 △111,242

(1) 長期借入金 2,116,321 2,052,981 △63,339

負債計 2,116,321 2,052,981 △63,339

区　分
時　価　（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合 計

差入保証金 ― 2,385,805 ― 2,385,805

資 産 計 ― 2,385,805 ― 2,385,805

長期借入金 ― 2,052,981 ― 2,052,981

負 債 計 ― 2,052,981 ― 2,052,981

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

（※1）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」及び「短期借入金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下のレベル分類をしております。
　レベル1の時価：観測可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定対象となる資
　　　　　　　　　産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル2の時価：観測可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るインプットを
　　　　　　　　　用いて算定した時価
　レベル3の時価：観測できない時価の算定に係るインプットを使用して算出した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
(1) 差入保証金

差入保証金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを信用リスクに応じた適切な利率で割り引いた現在価値により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(2) 長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算
定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

連  結  貸  借  対  照  表  計  上  額  （ 千 円 ） 当 連 結 会 計 年 度 末 の 時 価
（千円）当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 当 連 結 会 計 年 度 増 減 額 当 連 結 会 計 年 度 末 残 高

640,173 △2,886 637,286 736,986

Ⅶ.賃貸等不動産に関する注記
当社の一部の連結子会社では、神奈川県において賃貸用の駐車場施設（土地を含む）を有しております。2025年3月期における
当該賃貸等不動産に関する損益は、15,434千円（賃貸収入は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次の通りであります。

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて、自社で算定した金額であります。
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連結注記表

報告セグメント
（千円） その他

（千円）
合計

（千円）
カー用品事業 ブライダル事業 建設不動産事業 計

カー用品物販 16,757,734 ― ― 16,757,734 ― 16,757,734

カー用品サービス 8,671,657 ― ― 8,671,657 ― 8,671,657

車両販売 6,521,957 ― ― 6,521,957 ― 6,521,957

ブライダル ― 4,241,643 ― 4,241,643 ― 4,241,643

建設不動産 ― ― 592,225 592,225 ― 592,225

その他 ― ― ― ― ― ―
顧客との契約から生じる
収益 31,951,348 4,241,643 592,225 36,785,217 ― 36,785,217

その他の収益 ― ― 492,164 492,164 12,189 504,354

外部顧客への売上高 31,951,348 4,241,643 1,084,390 37,277,382 12,189 37,289,572

報告セグメント
（千円） その他

（千円）
合計

（千円）
カー用品事業 ブライダル事業 建設不動産事業 計

一時点で移動される財 31,951,348 4,241,643 488,954 36,681,946 ― 36,681,946
一定の期間にわたり移転
される財 ― ― 103,271 103,271 ― 103,271
顧客との契約から生じる
収益 31,951,348 4,241,643 592,225 36,785,217 ― 36,785,217

その他の収益 ― ― 492,164 492,164 12,189 504,354

外部顧客への売上高 31,951,348 4,241,643 1,084,390 37,277,382 12,189 37,289,572

Ⅷ.収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

①収益の種類別の内訳

②収益認識の時期別の内訳

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎になる情報
　連結注記表の「Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 (4)会計方針に関する事項 ④重要な収益及び費用の計
上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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顧客との契約から生じた債権及び契約負債 当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,779,045
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,770,664
契約負債（期首残高） 942,471
契約負債（期末残高） 1,120,262

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高は以下の通りであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （金額：千円）

　連結計算書類上、契約負債は流動負債の「その他」に計上しております。契約負債は主に、ブライダル事業において挙式披
露宴サービスに関連して顧客から受領した前受金であります。当期において認識した収益のうち、期首の契約負債に含まれて
いたものは、941,296千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価額
　当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存
履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重
要な金額はありません。
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連結注記表

(1)1株当たり純資産額 10,701円70銭
(2)1株当たり当期純利益 863円97銭

（算定上の基礎）
親会社株主に帰属する当期純利益 1,254,769千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,254,769千円
期中平均株式数 1,452千株

Ⅸ.1株当たり情報に関する注記

Ⅹ.重要な後発事象に関する注記
・事業の譲渡
　当社は、2025年４月22日の取締役会において、連結子会社である株式会社アイエーオートバックスにおいて営業する一
部店舗を、株式会社オートバックス東日本販売に事業譲渡することを決議し、2025年5月1日付で、事業譲渡契約を締結い
たしました。

・事業譲渡の理由
　グループ全体の経営資源の最適配分を進め、収益力のさらなる向上を図るため。

・譲渡する相手会社の名称
　株式会社オートバックス東日本販売

・譲渡する事業の内容、規模（直近期の売上高、生産高等）
　当社カー用品事業のうち、株式会社アイエーオートバックスが運営する、「オートバックス大館中央」「オートバックス
横手インター店」「オートバックス秋田大曲店」「オートバックス秋田店」の４店舗

・譲渡する資産・負債の額
　現時点では確定しておりません。

・譲渡の時期
　2025年７月１日（予定）

・譲渡価額
　現時点では確定しておりません。
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場所 用途 種類

アルカンシエル南青山
（東京都港区） アルカンシエル店舗設備 建物及び構築物、その他

アルカンシエル金沢
（石川県金沢市） アルカンシエル店舗設備 建物及び構築物、その他

オートバックス石巻店
（宮城県石巻市） オートバックス店舗設備 建物及び構築物、その他

　　建物及び構築物 23,595千円
　　有形固定資産その他 6,107千円

　合計 29,703千円

Ⅺ.減損損失に関する注記
　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
(1)減損損失を認識した主な資産

(2)減損損失の認識に至った経緯
　上記店舗については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであることから投資額の回収が見込まれない状況とな
ったため、帳簿価額から備忘価額を残し全額を減損損失として特別損失に計上しました。
(3)減損損失の金額及び内容

(4)資産のグルーピング方法
当社グループは、本社・店舗ごと、また賃貸用不動産については物件ごとにグルーピングをしております。
(5)回収可能価額の算定方法
　上記店舗については、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来のキャッシュ・フローがマイナスのため、備忘
価額により評価しております。
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個　別　注　記　表
Ⅰ.重要な会計方針
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品

最終仕入原価法による原価法
2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
建物（建物附属設備を除く）

定額法
建物以外の有形固定資産

定率法
　2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、耐用年数は、次の通りであります。
建物　　　　　2年～37年
構築物　　　　2年～40年
車輛運搬具　　6年
工具器具備品　3年～20年

(2) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、耐用年数は、次の通りであります。

ソフトウェア　5年
3. 引当金の計上基準

(1) 賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

(2) 退職給付引当金
イ 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について、期間定額基準によ
っております。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により費用処理してお
ります。
　数理計算上の差異は、発生時に全額費用処理しております。

(3) 役員退職慰労引当金
　役員の特別功労金支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。いずれの事業についても取引の対価は履行義務を充足してから１年
以内に受領しているため、重要な金融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。
(1)  子会社に対する経理・総務代行業務の提供

　当社は子会社に対して経理・総務代行業務を提供しており、当該業務を履行義務として識別しております。当該履行義務は
時の経過につれて充足されるため、契約期間にわたって期間均等額で収益を計上しております。

(2)  子会社に対する店舗不動産の賃貸
　当社は保有する店舗不動産を子会社に賃貸しております。不動産の賃貸については、不動産賃貸借契約で定められた期間に
わたり、不動産を賃貸する義務を負っております。当該義務については時の経過につれて充足されるため、賃貸借期間にわた
り収益を認識しております。

5. その他計算書類の作成のための重要な事項
　グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しております。

Ⅱ.会計方針の変更に関する注記
(法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
ります。

なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ.会計上の見積りに関する注記
1.固定資産の減損

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額
　有形固定資産等　　8,519,154千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　(1)の金額の算出方法は、連結注記表「Ⅲ.会計上の見積りに関する注記　(1)固定資産の減損」の内容と同一であります。

2.繰延税金資産の回収可能性
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

　繰延税金資産　　276,369千円
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　(1)の金額の算出方法は、連結注記表「Ⅲ.会計上の見積りに関する注記　(2)繰延税金資産の回収可能性」の内容と同一であ
ります。
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1. 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 471,304千円
長期金銭債権 564,500千円
短期金銭債務 3,122,300千円
長期金銭債務 112,814千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,482,708千円

3. 担保資産
担保に供している資産

建 物 278,873千円
土 地 2,313,870千円
投資有価証券 13,581千円

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 1,570,000千円
1年内返済予定の
長 期 借 入 金 388,823千円

長 期 借 入 金 907,943千円

被保証者 保証債務残高
（千円） 内容

㈱アルカンシエル 398,799 借入債務
㈱アイディーエム 931,139 借入債務

関係会社との取引 営 業 取 引 1,430,781千円
営業取引以外の取引 547,602千円

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 1,645,360 ― ― 1,645,360

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 193,017 42 ― 193,059

単元未満株式の買取りによる増加 42株

Ⅳ.貸借対照表に関する注記

　　減損損失累計額は、減価償却累計額に含めて表示しております。

4. 保証債務
　次の通り債務保証を行っております。

Ⅴ.損益計算書に関する注記

Ⅵ.株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

(2) 自己株式に関する事項

（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
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（繰延税金資産）
関係会社株式評価損 503,205千円
みなし配当 234,018千円
会社分割による子会社株式調整額 155,239千円
役員退職慰労引当金 102,107千円
資産除去債務 60,378千円
減価償却費超過額 52,660千円
投資有価証券評価損 35,325千円
その他 21,533千円

繰延税金資産小計 1,164,469千円
評価性引当額 △874,656千円
繰延税金資産合計 289,812千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △9,693千円
資産除去債務に係る除去費用 △3,750千円

繰延税金負債合計 △13,443千円
繰延税金資産の純額 276,369千円

Ⅶ.税効果会計に関する注記
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2.法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務
対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並
びに開示を行っております。
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属性 会社名 住所 資本金
（千円） 事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科目
期末
残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

(株)アイエ
ー

横浜市
戸塚区 100,000 カー用品

事業
(所有)
直接

100.0
役員
２名

店舗の賃貸

管理部門
業務の受託

店舗の賃貸 751,241 預り保証金 43,007
管理部門業務
委託の受託 324,000 ― ―

資金の借入 13,830,000
短期借入金 2,650,000

資金の返済 12,490,000
利息の支払 21,111 未払費用 2,656

(株)アイエ
ー マ ネ ー
ジ メ ン ト
サービス

横浜市
戸塚区 10,000 カー用品

事業
(所有)
間接

100.0
役員
１名

管理部門
業務の受託

資金の借入 50,000 短期借入金 160,000

利息の支払 1,070 未払費用 157

(株)アルカ
ンシエル

名古屋市
西区 58,600 ブライダル

事業
(所有)
直接

100.0
役員
2名

管理部門
業務の受託

店舗の賃貸 66,000 ― ―
管理部門業務
委託の受託 78,000 未収入金 7,150

資金の貸付 770,000
長期貸付金 540,000

資金の回収 870,000
貸倒引当金
戻入 273,244 ― ―

利息の受取 5,772 未収入金 342
債務保証 398,799 ― ―

(株)アイデ
ィーエム

横浜市
戸塚区 88,000 建設

不動産事業
(所有)
直接

100.0
役員
2名

管理部門
業務の受託

資金の貸付 875,200 短期貸付金
長期貸付金

418,200
24,500資金の回収 765,000

資金の借入 10,000
― ―

資金の返済 444,800
利息の受取 4,381 未収入金 438
利息の支払 939 ― ―
債務保証 931,139 ― ―

(株)アイエ
ー エ ナ ジ
ー

横浜市
戸塚区 100,000

建設
エネルギー

事業

(所有)
直接

100.0
役員
3名

当社店舗
設備業務、
営繕業務

管理部門
業務の受託

資金の借入 285,000
短期借入金 245,000

資金の返済 40,000

利息の支払 623 未払費用 107

Ⅷ.関連当事者との取引に関する注記
子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 当社が受託する管理部門業務については、業務内容を勘案した上で受託金額について協議の上、決定しております。
2. 当社が子会社に行う資金貸借取引については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
3. 当社が子会社に行う店舗の賃貸については、市場価格を勘案して合理的に決定しております。
4. 子会社の債務保証については、保証料の受取はありません。
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個別注記表

1. 1株当たり純資産額 3,337円45銭
2. 1株当たり当期純利益 445円88銭

（算定上の基礎）
当期純利益 647,560千円
普通株主に帰属しない金額 ―千円
普通株式に係る当期純利益 647,560千円
期中平均株式数 1,452千株

場所 用途 種類

オートバックス石巻店
（宮城県石巻市） オートバックス店舗設備 建物

Ⅸ.収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる
重要な事項(4)会計方針に関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しており
ます。

Ⅹ.1株当たり情報に関する注記

Ⅺ.重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。

Ⅻ.減損損失に関する注記
　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
(1)減損損失を認識した主な資産

(2)減損損失の認識に至った経緯
　上記店舗については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであることから投資額の回収が見込まれない状況とな
ったため、帳簿価額から備忘価額を残し全額を減損損失として特別損失に計上しました。
(3)減損損失の金額及び内容
　建物　　4千円
(4)資産のグルーピング方法
当社グループは、本社・店舗ごと、また賃貸用不動産については物件ごとにグルーピングをしております。
(5)回収可能価額の算定方法
　上記店舗については、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来のキャッシュ・フローがマイナスのため、備忘
価額により評価しております。
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